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  男女共同参画社会の推進に関して、県では、平成 14 年 4 月に施行された「福島県男

女平等を実現し男女が個人として尊重される社会を形成するための男女共同参画の推進

に関する条例」を踏まえ、県が自ら男女共同参画社会の推進に率先して取り組んでいく

ため、平成 16 年 8 月に全国に先駆けて、「福島県職員男女共同参画推進行動計画」（以

下「本計画」という。）を策定し、その後、平成 21 年度、平成 26 年度の 2 度にわたり

改定を行い、継続的な取組を推進してきました。 

 

   近年、少子高齢化の急激な進行と人口減少、これに伴う社会保障や地域社会の持続可

能性の低下といった課題の中で、日本社会全体として女性の活躍の重要性がますます大

きくなってきています。 

  一方で、長時間勤務などの労働慣行は、男女を問わず家事・育児・介護等と仕事の両

立を困難にし、結果として男女が共に仕事と生活の調和を保つことを妨げる要因となっ

ています。 

 

  こうした社会情勢において、男女共同参画社会を実現していくためには、まずは男女

ともに長時間勤務の是正といった「働き方改革」を行い、その上で、家庭生活や地域活

動における責任を分担していきながら、より一層、職業生活における女性の活躍を推進

していく必要があります。 

   

   また、県としては、平成 25 年 3 月に策定した「福島県男女共同参画プラン」におい

て、東日本大震災からの復興の担い手としての女性の活躍と復興に向けた地域活動等に

男女がバランス良く参画できる環境づくりを目指す、としていることからも、復興・再

生に向け、政策立案や意思形成過程への女性の参画をさらに進めていく必要があります。 

   

  このような中、県においては、職員全員が「働き方改革」等による仕事と生活の調和

を実現し、その個性と能力を十分に発揮することで、これまで以上に復興・再生に向け

た取組を充実・強化していくことができるよう、本計画を改訂し、職員の意識改革、復

興・再生に向けた人材育成、能力を十分発揮できる職場環境の整備等について、具体的

な取組方針を示し、取り組んでいきます。 

 

 

 

 

  本計画の対象は、県の全ての機関とします。 

  なお、これまでの計画同様、教育委員会及び警察本部においては、教員や警察官など

個別に検討を要する分野があることから、本計画の趣旨を踏まえ、独自の取組について

も積極的に推進します。 

Ⅰ 計画の趣旨 

Ⅱ 計画の対象となる範囲  
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 １  職員の意識改革 

      職員全員が、男女共同参画社会の趣旨を十分理解し、意識を一層高めるよう取り組

みます。 

   特に、長時間勤務といった労働慣行の是正や男性職員の家庭生活への積極的な参画

のためには、管理職層の意識改革が重要であることから、知事による「イクボス宣言*」

を踏まえた意識改革の取組を推進します。 

 

  ２  復興・再生（新生ふくしま）に向けた人材育成 

   東日本大震災からの復興・再生に向けては、いかなる立場の人でも安全で安心して

暮らしていくことができる地域づくりを進めていく必要があり、そのためには、男女

共同参画の視点を踏まえた施策の実現が重要であることから、女性職員の登用の推進

や女性職員への幅広い職務経験の付与、さらには男女に偏りが生じないように職員全

員の能力向上を図る機会の確保について配慮するなど、あらゆる場面において、職員

全員の持てる力が十分発揮されるように取り組みます。 

 

 ３  職場環境の整備 

   男女が子育てや介護を行いながら、仕事の責任を果たすことが可能となるよう、各

種制度の周知や利用の促進、ハラスメントの防止徹底などにより安心して育児や介護

ができる職場環境づくりを進めるとともに、長時間勤務の是正や業務効率化の推進な

どにより職員一人一人の状況に応じた仕事と生活の調和の実現を目指します。 

 

 ４  地域における子育て支援等に関する取組 

    地域における子育て支援を進めるため、地域の文化活動、スポーツ等を通じた交流

機会への職員の参加を促進するとともに、県庁舎等においては、子どもを連れた人が

気兼ねなく来庁できるよう、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた「子育てバ

リアフリー」を推進します。 

 

 

 

 

    本計画の期間は、平成 28 年度から 32 年度までの 5 年間とします。 

    なお、後述する具体的取組の中で、平成 27 年度以前から継続して取り組んでいるも

のについては継続実施とし、平成 28 年度以降直ちに対応可能なものについては速やか

に実行します。 

    また、中長期的な課題については、本計画期間終了後も引き続き取り組みます。 

 

 

Ⅲ 計画の方向性  

Ⅳ 計画期間  

＊ 「イクボス」… 職場でともに働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランスを考え、その人のキャリア

と人生を応援しながら、組織の業績も結果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司を指す。 
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    平成 16 年 3 月に設置された「福島県職員男女共同参画推進会議」（以下「推進会議」

という。）において、引き続き本計画全体の進行管理を行います。 

    具体的には、 

    ○ 各所属に「男女共同参画推進員」（以下「推進員」という。）を配置し、この推進

員を中心として各所属における本計画の取組を実行していきます。 

    ○ これまで同様、各部局の政策監等を各部局における本計画推進の責任者と位置付

け、各所属の取組を総括し、部局全体の進行管理を行います。 

    ○ 推進会議において各部局長から取組状況報告を受け、現状分析、課題整理、実施

と次の行動へつなげていく PDCA サイクルを構築します。また、本計画の進捗状況

等について必要に応じて外部有識者から意見を聴くなども併せて実施します。 

 

 

     

 

１ 次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画 

    平成 15 年 7 月に平成 17 年 4 月から平成 27 年 3 月までの 10 年間を期限とする「次

世代育成支援対策推進法（平成 15 年 7 月 16 日法律第 120 号。以下「次世代法」とい

う。）」が成立し、次代の社会を担う子どもたちが健やかに生まれ、かつ、育成される

環境を社会全体で整えていくため、国・地方公共団体・企業などが行動計画を策定し、

10 年間で集中的・計画的に取組を推進していくこととされました。 

     

   次世代法については平成 24 年に成立した「子ども・子育て支援法」（平成 24 年 8

月 22 日法律第 65 号）において平成 27 年度以降の延長について検討を加える、とさ

れたことに続き、「日本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）や「少子化危機突

破のための緊急対策」（平成 25 年 6 月 7 日少子化対策会議決定）などにおいても、そ

の延長・強化を検討することとされ、この法律が「少子化対策」に向けた取組や、仕

事と子育ての両立支援を推進するための強力なツールと認識されていました。 

 

   こうした状況を踏まえ、平成 26 年 4 月に次世代法の有効期限が平成 37 年 3 月 31

日まで延長され、引き続き、地方公共団体等については特定事業主行動計画の策定が

義務づけられたところです。 

 

   これまで県では、次世代の育成支援は率先して取り組むべきものであり、また、次

世代法と本計画とは多くの分野において同様の趣旨を含んでいることから、本計画を

次世代法における福島県の特定事業主行動計画として位置付けてきました。 

 

 

Ⅴ 進行管理 

Ⅵ 特定事業主行動計画として 
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このため、次世代法の延長を踏まえ、県としてはこれまで同様に本計画を次世代法

第 19 条に基づく特定事業主行動計画として位置づけ、本計画により次世代育成支援

を推進していくものとします。 

    

なお、次世代法に基づく特定事業主行動計画は各特定事業主（任命権者）として策

定することとなっており、これまで同様に、本計画は以下の特定事業主が策定する行

動計画とします。 

○ 福島県知事 

○ 福島県議会議長 

○ 福島県選挙管理委員会 

○ 福島県代表監査委員 

○ 福島県人事委員会 

○ 福島県病院事業管理者 

○ 福島海区漁業調整委員会 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 特定事業主行動計画策定に当たっての基本的な視点 

（「次世代法に基づく行動計画策定指針」より） 
 

  ① 職員の仕事と生活の調和の推進 

  ② 職員の仕事と子育ての両立の推進 

  ③ 機関全体で取り組む 

  ④ 機関の実情を踏まえた取組の推進 

  ⑤ 取組の効果 

  ⑥ 社会全体による支援 

  ⑦ 地域における子育て 

 特定事業主行動計画の内容 

（「次世代法に基づく行動計画策定指針」より） 
 

１ 勤務環境の整備に関する事項 

  ○ 育児休業を取得しやすい環境の整備等 

  ○ 超過勤務の縮減 

  ○ 休暇の取得の促進  など 

 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

  ○ 子育てバリアフリー 

  ○ 子ども・子育てに関する地域貢献活動 

  ○ 子どもと触れ合う機会の充実  など 
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 ２ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主行動計画 

平成 27 年 8 月には、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力のある社

会の実現を目的として、平成 38 年 3 月までの 10 年間を期限とする「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女性活躍推進法」

という。）」が成立し、その中で、次世代法と同様に国・地方公共団体・一定規模以上

の企業などの事業主に対し行動計画の策定を義務付けています。 

 

女性活躍推進法と男女共同参画の関係性に関しては、女性活躍推進法第１条におい

て、「男女共同参画社会基本法」の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍

を迅速かつ重点的に推進することを明記しています。 

 

また、女性活躍推進法に基づき定められた「女性の職業生活における活躍の推進に

関する基本方針」においては、これまで事業主の自主的な取組に委ねられていた「男

女共同参画社会基本法」及び「男女雇用機会均等法」に基づく「積極的改善措置（ポ

ジティブ・アクション）」の実効性を高め、男女の実質的な機会の均等を目指すもので

あることを明記しています。 

 

このように、女性活躍推進法は男女共同参画社会をより一層推進していく、という

面を有しており、県としては本計画を女性活躍推進法第 15 条に基づく特定事業主行

動計画としても位置付け、女性の活躍推進にも積極的に取り組むことで、男女共同参

画社会の推進に向けた取組を充実強化します。 

 

なお、女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画についても各特定事業主（任命

権者）として策定することとなっており、次世代法に基づく位置づけと同様、本計画

は以下の特定事業主が策定する行動計画とします。 

○ 福島県知事 

○ 福島県議会議長 

○ 福島県選挙管理委員会 

○ 福島県代表監査委員 

○ 福島県人事委員会 

○ 福島県病院事業管理者 

○ 福島海区漁業調整委員会 
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３ 本計画の位置づけの整理 

   上記１～２を踏まえ、本計画の位置づけを整理すると、以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業主の取組に必要な５つの視点 

 （「女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針」より） 
 

  ① トップが先頭に立って意識改革・働き方改革を行う 

  ② 女性の活躍の意義を理解し、積極的に取り組む 

  ③ 働き方を改革し、男女ともに働きやすい職場を目指す 

  ④ 男性の家庭生活への参画を強力に促進する 

  ⑤ 育児・介護等をしながら当たり前にキャリア形成できる仕組みを 

    構築する 

 女性の活躍に向けた課題及び具体的な取組 

  （女性活躍推進法に基づく「事業主行動計画策定指針」より） 
  

１ 採用 

２ 職域拡大・計画的育成とキャリア形成支援 

３ 継続勤務 

４ 登用 

５ 長時間勤務の是正等の男女双方の働き方改革 

６ 家事、育児や介護をしながら活躍できる職場環境の整備 

福島県職員男女共同参画推進行動計画の位置づけ 

① 本県（職員向け）の男女共同参画推進にあたっての基本計画 
 ⇒ 全ての任命権者を含む福島県としての計画 

② 次世代法に基づく行動計画 
 ⇒ 対象職員としては教育委員会、警察本部職員を除く 
   （教育委員会、警察本部長以外の任命権者としての計画） 

③ 女性活躍推進法に基づく行動計画 
 ⇒ 対象職員としては教育委員会、警察本部職員を除く 
   （教育委員会、警察本部長以外の任命権者としての計画） 
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  第１ 基本的考え方で示したとおり、県では平成 16 年度に本計画を策定して以来、

主に以下の観点で男女共同参画の推進に向けた取組を行ってきました。 

 

 

 

 

  上記の観点を踏まえ具体的には、男女共同参画に関する研修の実施や採用試験におい

て女性が受験しやすい環境の整備、女性職員の登用推進、育休代替任期付職員採用制度

の導入、男性職員の育児休業等取得促進等の取組を進めてきました。 

 

  これらの取組を継続的に実施してきた結果、様々な面で県における男女共同参画は着

実に広がりを見せてきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ これまでの取組の成果と課題 

職員の意識改革 人材育成 職場環境の整備 

18.4% 18.7% 
19.5% 

21.2% 

22.4% 

23.4% 

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%
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2.0% 

4.0% 
3.4% 

3.7% 
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4.9% 
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4.0%
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6.0%

8.0%

10.0%
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  しかしながら、上記のように指標的な高まりを示す項目がある一方で、平成 25 年度

に実施した男女共同参画推進行動計画に関するアンケート調査（以下、「H25 アンケー

ト調査」という）においては、回答を得た職員の約 4 割が、現在もなお庁内における男

女共同参画は進んでいない、あるいはあまり進んでいないという結果になりました。 

 

  また、その他の本計画における目標項目についても改善が進んでいない、あるいは全

国的に見た場合に取組がまだまだ十分ではない点があることも事実です。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その他の項目も含め、本計画におけるこれまでの進捗を点検・評価すると、概ね以下

の点が大きな課題となります。 

 

 

 

 

 

 

 

0.50% 

4.69% 

6.03% 

4.44% 

0.0%
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4.0%
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33.0% 

36.8% 

27.4% 
30.8% 
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50.0%
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１ 県職員採用試験の受験者に占める女性の割合が増えていない 
 

２ 女性職員の登用は進んでいるが、全国平均と比べると低い 
 

３ 男性職員の育児休業取得率等が低い 
 

４ 特に震災後、年次有給休暇の取得日数が減少 

注）１ ①～⑧全ての項目において教育委員会及び警察本部の職員を除く（※ これ以下に示す指標も同様） 

２ ①～③において医療機関に勤務する医療職を除く 

３ ⑥において、本県以外の値は内閣府発表（本庁課長相当職以上に占める女性の割合） 

４ ⑧において任期付職員を除く 

日 

7.7% 

5.6% 5.4% 

0%

2%

4%
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8%

10%

   

 H27  
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 １ 現状の把握と課題分析の必要性 

   女性活躍推進法における特定事業主行動計画の策定に向けては、女性活躍推進法第

15 条に基づき、特定事業主自らの事務及び事業における女性の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、その上で女性の職業生活における活躍を推進するために改善

すべき事情について分析する必要があります。 

 

  【参考 特定事業主行動計画の策定等に向けた手順】 

   

 

 

 

 

 

 

 

    

   本県において、各特定事業主の人事管理は極めて密接に連携していることから、状

況把握・課題分析にあたっては、各特定事業主を一体として行います。 

 

   この際、まず女性の採用から登用に至るあらゆる段階等に関して、指標となる項目

について状況を把握し、その内容を踏まえて課題を分析することとなりますが、本県

としては、以下の段階等に応じた項目の状況把握・課題分析を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 女性活躍推進法に基づく現状把握と課題分析 

１ 女性の活躍推進に向けた体制整備 

２ 状況把握・課題分析 

３ 行動計画の策定 

 １ 採用関係 

 ２ 継続就業及び仕事と家庭の両立関係 

 

 ４ 配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係 

 ３ 長時間勤務関係 
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 ２ 現状と課題 

 ͜ ѝ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67% 

 

33% 

 

H26  

※ 一般職員のみ 

【その他の把握項目】 

 ◆ 採用試験等の受験者の総数に占める女性の割合（H26 年度実施分） 

   ⇒ 32.4％ 
 

 ◆ 職員に占める女性職員の割合（H27.4.1 現在） 

   ⇒ 25％程度（医療機関に勤務する医療職含む） 

     【※ 医療機関に勤務する医療職を除く場合 23％程度】 
 

 ◆ 中途採用者（民間経験者採用枠）に占める女性の割合（H26 年度までの延べ数） 

   ⇒ 事務職について 40％程度、技術職について 5％程度 

■ 採用試験における女性受験者の割合が男性と比べ少ないことが、採用した

女性職員の割合が低くなっていることにつながっていると考えられます。 

 

■ 県ではこれまでも、県職員を志望する女性を対象とした座談会形式の説明

会の開催など、女性の受験意欲の向上に取り組んできましたが、引き続き、

募集の段階で女性志望者の拡大につながる広報活動や県で働く魅力の発信

等に努めていく必要があります。 
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H27.4.1   

男女別の育児休業取得実績等 

（H26年度） 

 

 男性 女性 

取得率 4.44％ 100％ 

平均取得 

期間 
約 4 か月 約 18 ヵ月 

 

男性職員の配偶者出産休暇取得実績等 

（H26年度） 
 

 配偶者出産休暇 
育児参加のための

休暇 

取得率 82.2％ 22.2％ 

 

【その他の把握項目】 

 ◆ 職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度の男女別の利用実績 

    男性 女性 

子育て休暇の取得割合（H26年） 64.1％ 35.9％ 

※ 職員数の割合（H27.4.1） 76.6％ 23.4％ 

   ⇒ 職員数の割合に比べ、男性職員の子育て休暇の取得割合は低い 
 

 ◆ 直近の 10 年度前及びその前後の年度に採用した職員の男女別の継続任用割合 

   （医療職等除く） 

   ⇒ 女性：80％台半ば  男性：90％台前半 

■ 継続勤務年数が長い年代において女性の採用者数が少なかったため、男女

別の継続勤務年数に差が出ていますが、女性の育児休業取得率が 100％であ

るなど、女性の継続勤務に当たっての「制度上」の課題は大きくないと考え

られます。 
 

■ 継続勤務の割合を見ても男女にそれほどの差は見受けられませんが、H25

アンケート調査では「家事・育児等が女性の役割とする意識が根強い」とい

った回答が目立ち、女性が家庭生活を優先せざるを得ない状況が見受けられ

ます。 
 

■ また、男性職員の育児休業や育児参加のための休暇の取得率が低いなど、

男性職員の仕事と家庭の両立に向けた取組が十分ではないと考えられます。 
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   ҽҵ ͜ ѝ  
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職員一人当たり一月あたりの 

超過勤務時間 

（単位：時間） 

 H21年度 H26年度 

全体 9.6 17.4 

  

年次有給休暇の取得日数 

 

 

 H21年 H26年 

全体 10.6 日 9.9 日 

 

■ 震災前と比較した場合に、超過勤務時間が増加し、年次有給休暇の取得日

数が減少しています。 
 

■ 復興・再生に向けた業務に積極的にチャレンジする必要がある一方、職員

一人一人が心身の健康や仕事と生活のバランスを保つ必要があります。 
 

■ 超過勤務については、事務の簡素化等を含めた事務事業の見直しや、業務

の平準化など、効率的な業務執行を図りながら超過勤務の縮減に努める必要

があります。 

※ 任期付職員含む 

管理的地位にある職員（管理職層）に

占める女性の割合（H27.4.1現在） 

 

全体 5.9％ 

 
医療機関に勤務す

る医療職以外 
5.6％ 

 

31.1% 

15.3% 

6.3% 
3.1% 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

 

H27.4.1  

【その他の把握項目】 

 ◆ 配置の男女別の状況（H27.4.1 現在） 

   ⇒ 特に事務職について部局単位でみた場合に、偏りが見られる 

     （部局ごと女性職員割合（事務職）  最少：11.0％  最大：42.9％） 
 

 ◆ 各役職段階から一つ上の役職段階に昇任した男女別の割合（H27.4.1 昇任者） 

   ⇒ 課長相当職への昇任における女性の割合は 7％台前半 

     副課長相当職（管理職員の前段階）への昇任における女性の割合は 

20％台前半（職員総数に占める女性職員の割合と同程度） 
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  Ⅰで見た本計画の進捗状況とⅡで見た女性活躍推進法に基づく状況把握・課題分析に

おいて、県における男女共同参画、女性活躍推進に向けた課題は概ね共通していること

が確認できました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本県の場合、上記４つの区分における課題に関して、それぞれが深く関連していると

考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 今までは管理職層を担う世代における女性の採用者数が少なかったことも

あり、現時点で女性管理職員の割合は高いとは言えない状況にあります。 
 

■ 一方、管理職員の前段階にある副課長相当職における女性職員の割合は

徐々に増えつつあり、今後、将来的な管理職員登用に向け人材育成を図って

いく必要があります。 
 

■ また、中・長期的な人材育成のため、女性職員が出産や子育てといったラ

イフイベントとキャリア形成を両立していくイメージや意欲を持てるような

取組の推進や幅広い業務経験の付与を引き続き進めていく必要があります。 

Ⅲ 課題の整理 

 採用 
 

女性職員の採用が少ない

（女性職員数が少ない） 

 継続就業・両立 
 
育児等の家庭生活におい

て男性の関与が少ない 

 働き方 
 
長時間労働や休暇が取得

しづらい状況 

 人材育成・登用 
 
女性管理職員が少ない 相互に関連 
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 それぞれの課題に対しては、既に様々な取組を進めているところであり継続的に実施

していくことが重要です。 

その上で、今後は女性活躍推進法の趣旨を踏まえ、さらに取組を充実強化していくと

ともに、それぞれの課題が相互に関連していることを認識し、本計画の方向性に沿って

一体的な取組と進行管理をしていきます。 

 

１ 職員の意識改革 

事業主である県として男女共同参画の取組を推進していくためには、職員一人一人

が、その目的や意義を十分に理解していなければなりません。 

  とりわけ、H25 アンケート調査で回答の多かった「家庭における家事・育児等が女

性の役割とする意識が根強い」、「職場内で男性優位の考え方や慣行が根強い」といっ

た固定的な性別役割分担意識や長時間労働を前提とする働き方などを改革していくこ

とで、実効性のある人材育成や職場環境の整備に結び付けます。 

 

２ 復興・再生（新生ふくしま）に向けた人材育成 

  女性職員の採用者（受験者）が少なく、結果として職員全体や管理職層に占める女

性の割合が少ない、といった課題に対応していくため、県で働く魅力等の積極的な情

報発信による女性受験者の確保、男女とも働きやすい環境の整備、男女を問わず多様

な職務経験・研修機会の付与による人材育成、その上での女性職員の積極的な管理職

層への登用を推進します。 

 

３ 職場環境の整備 

  家庭生活における男性の関与が少ない、また、超過勤務時間が多い、休暇の取得が

少ないといった課題に対応していくため、休暇や休業等を取得しやすい環境の整備や

超過勤務の縮減・業務効率化の推進といった「働き方改革」を進めます。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 課題解決に向けた取組の方向性について 

こうした取組によって、男女を問わず、家庭の事情等によって働き方に制約のあ

る職員であっても、様々な職務経験を積み、個性と能力を十分に発揮しつつ、一人

一人の事情に応じたワーク・ライフ・バランスを実践し、本県の復興・再生に向け

て「笑顔」で生き生きと働くことができる、魅力あふれる職場環境の実現につなげ

ます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第３ 具体的取組



 第３ 具体的取組 

 

 
15 

 

 

 

 １ 男女共同参画に関する研修の実施  
 

 ʹ ʹ ὕ ᴣ ʹ ˲˗  

○ 様々な職層の職員の意識改革や職場の風土改革を進めていくため、ふくしま自

治研修センターで実施する基本研修の地方公務員制度等の科目中に、男女共同参

画に関する講義を組み入れるなどして、認識を深めます。 

  （H16 年度から継続実施） 

 ặВֿ֓ ֺ ι ʹ ὕ  

ֺ ᾯ  

○ 平成 27 年度に作成した「男女共同参画ガイドライン」（以下「ガイドライン」

という。）及び「男女共同参画チェックシート」（以下、「チェックシート」という。）

等を活用しながら、各所属等において、職員一人一人の意識改革・行動改革に結

び付けていくための研修を実施します。 

（H28 年度から取組強化） 

 

【参考 男女共同参画ガイドラインの項目と概要】 

  

 

○ 男女問わず職員一人一人が意欲を持って積極的に様々な業務に取り組むこ

と 

 ○ 管理職員においては、人材育成の一環として特に女性職員のキャリア形成

に関する意識改革を推進していくこと   など 

 

 

 

○ 男性職員が積極的に家事や育児などの家庭生活に参画していくこと 

○ 育児や介護などを自らの問題と捉え、職場全体でこれらに関する休暇等を

取得しやすい体制・雰囲気を作っていくこと 

○ 管理職員においては、所属職員それぞれの置かれた環境を理解したうえで

時には休暇等の取得を促すこと  など 

 

 

 

  ○ 男女共同参画を阻害するようなあらゆるハラスメントは厳に慎むこと 

  ○ 管理職員においてはハラスメント行為を未然に防止する取組の実施、職員

の規範となるよう、言動に注意すること など 

Ⅰ 職員の意識改革 

１ 男女が共に意欲と能力を生かせる職場づくり 

２ ワーク・ライフ・バランスに配慮した職場づくり 

３ ハラスメントのない職場づくり 
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２ 管理職層の意識改革への取組 
 

 ˗ ὗ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 本計画における管理職層の意識改革への取組の一環として、平成 27 年 8 月、知

事による「イクボス宣言」が行われました。 

 

○ この「イクボス宣言」が県の組織のトップによる明確なメッセージであること

を踏まえ、各管理職員はそれぞれの職場におけるトップとして、これまで以上に

意識改革の加速化を図り、具体的に行動します。 

（平成 27 年度から先行取組開始） 

【参考 知事によるイクボス宣言】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ὕ ֺ ᾯ  

○ 知事による「イクボス宣言」を踏まえ、各管理職員も「イクボス」として育児

や介護などの家庭生活に関わる必要のある職員に対し、担当業務の遂行に関する

不安や、職場への遠慮といった要因の解消に向けて積極的に対応することで、職

員が育児や介護に関する休暇や休業を取得しやすい職場づくりを進めるため、面

談を実施します。              （H27 年度から先行取組開始） 

 ѩ ᴣ ʹ̝ ὕ ᴣ ʹ  

○ H25 アンケート調査でも多くの職員から管理職員の意識改革が必要との結果が

出ていることを踏まえ、各方部別に実施する管理職員研修会等において、ワーク・

ライフ・バランスや男女共同参画、特に女性の活躍促進などの理解が深まるよう、

管理職員向けに内容を充実させた研修を継続して実施します。 

（H16 年度から継続実施） 

 ʹ ὕ ᴣ ʹ  

○ 多様な属性、置かれた環境や価値観を持つ職員一人一人が活躍できる職場づく

りに向けて、管理職員が職員の多様性を踏まえた上で、その能力と意欲を最大限

に引き出し、組織としての成果を達成するためのマネジメント能力を強化する研

修を実施します。                 （H28 年度以降実施） 

「イクボス宣言」 
 

・ 私は、職員が安心して出産や子育て、介護ができるよう、育児休業や介護休暇などを

取得しやすい環境の整備に努めます。 

・ 私は、超過勤務の縮減などを図り、職員の仕事と家庭の両立（ワーク・ライフ・バラ

ンス）を応援しながら、自らも、率先して仕事と生活の充実に取り組んでいきます。 

・ 私は、県内にイクボスを増やすため、企業・団体等への働きかけを積極的に行い、希

望と笑顔に満ちた「新生ふくしま」の実現に向けて全力で取り組みます。 

平成 27年 8 月 31日 



 第３ 具体的取組 

 

 
17 

 

３ 庁内における普及啓発への取組 
 

 ặВֿ֓ ͜ ֝ ὕ ק ֗ᵃ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 本計画、ガイドライン、チェックシート等の関係資料を常にグループウェアか

ら入手できるようにするとともに、本計画の進捗状況報告などを「グループウェ

ア」などへ掲載し、庁内における普及啓発に取り組みます。 

 

○  また、全ての職員が本計画の内容を理解するよう、各所属の推進員を中心に、

各所属における研修等を通じて周知を図ります。 

 

○ 各所属で実施した男女共同参画の推進等に向けた各種取組について、他の所属

の取組の参考となるよう「グループウェア」等で周知します。 

（H16 年度から継続実施、H27 年度から取組強化） 

 

 

４ 本計画進捗状況把握等のための職員アンケート実施 
 

 ᴣ ὕ ˲˗ ᴣ ʹ  

○ 本計画の進捗状況のフォローアップや次期計画の策定（本計画の改定）に向け

た状況把握・課題分析のため、管理職員向け・一般職員向けの男女共同参画に関

する意識調査を実施し、その結果をより効果的な意識改革の取組や実効性を高め

た本計画の改定に向けて活用します。       

       （H31 年度までに実施） 
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１ バランスのとれた職員構成 
 

 ặר ֞ ׄʣ ׄ ֝  ˲˗Ỗᴣ̝ ˲˗  

○ 職員採用候補者試験における女性の受験率向上に向けては、これまでも採用説

明会への女性職員派遣や、採用パンフレット等広報素材に女性職員のメッセージ

等をより多く取り上げることにより取り組んできました。 
 

○ 今後も、本計画における人づくりや職場環境の整備などの取組を着実に推進し、

その成果を女性に向けて発信します。 
 

【これまで取り組んできた内容】 

 ① 採用説明会への女性職員の派遣 

 ② 県職員を志望する女性を対象とした座談会形式の説明会や相談への対応（H25

年度～） 

③ 庁内の若手女性職員から意見を募り、その結果を踏まえた採用パンフレット

やホームページの内容見直し（H26年度～） 

④ 県職員を志望する方々と県の業務内容ややりがい、職場の雰囲気などを気軽

に話し合う座談会の開催（H27年度～） 
  

○ 民間企業等職務経験者採用試験など多様な職員採用手法の活用により、幅広い

層への受験機会の付与に取り組み、職員の確保に努めます。 
 

○ 採用試験における係員等についても、女性職員を積極的に配置し、女性が受験

しやすい雰囲気づくりを実践します。 

  （H16 年度から継続実施、随時取組強化） 

 ặ ϐ ḹ Ḹ ͬ ˲˗Ỗᴣ̝ ˲˗  

○ 本県においては、各種公務員法制等に基づき、育児休業や仕事と家庭の両立に

向けた各種休暇制度の整備、共済組合等の各種給付金制度の整備など男女ともに

仕事と家庭生活等を両立するにあたっての制度等は充実した状況にあります。 
 

○ 採用パンフレットにおいては、そうした仕事と家庭の両立支援制度を活用した

職員の生の声を掲載しながら引き続き情報発信を行います。 
 

○ 「福島県インターンシップ実施要綱」に基づく実習生の受け入れにあたっては、

実習を通して県行政に対する理解を深めるとともに、県で働く魅力を発信します。 
 

○ また、女性活躍推進法の規定に基づく行動計画の取組の実施状況の公表の際に

も、県の制度や取組内容、実績等について積極的に情報発信します。 

              （H16 年度から継続実施、H28 年度より取組強化） 

Ⅱ 復興・再生（新生ふくしま）に向けた人材育成 
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 ２ 多様な職務経験の付与 
 

 ᴣ ҵ ͪ ˲˗ ֺ ᾯ ᴣ ʹ  

○ 本県では新規採用から 10 年間程度において、職員が様々な職務を経験できるよ

うジョブローテーションの考え方により配置換を実施していますが、所属におけ

る業務分担においてもこれを徹底し、庶務、許認可、企画、交渉等、様々な職務

をバランスよく経験させ、その後のキャリア形成に役立てます。 

 

○ 民間での職務経験など、職員の様々な経歴等を考慮した適材適所の配置につい

ても配慮し、キャリア形成に役立てます。 

 

○ なお、復興・再生業務など、複雑・困難な職務が多くなっていることを踏まえ、

若手職員のメンタルヘルスケアについては職場内で十分配慮しながら、職員を育

成します。 

 

○ 特に、新採用職員に対しては平成 25 年度から「新採用職員サポート制度」を導

入し、職務や職員生活の相談相手としてサポート職員を設置しています。 

これにより、震災後に業務内容等が増加・複雑化する中にあっても新採用職員

が職場に速やかに適応しながら、業務遂行能力を早期に発揮し、不安感を軽減・

解消できるよう、引き続ききめ細かな指導・相談を行います。 

（H16 年度から継続実施、H25 年度から取組強化） 

 ặ ά Ḣ Ẏ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 男女を問わず、「人材育成」の観点から、職員の能力伸長や意欲を高めるため、

職員の能力や特性に応じた業務を担当させます。また、様々な業務を担当させる

ことにより今後の復興・再生を担う人づくりに取り組みます。 

技術職員についても同様の視点で取り組みます。 

 

○ また、職員の能力伸長や職務に対する意欲を高めるため、所属異動の際には、

男女の偏りのないよう、また、それまでの職務経験にとらわれることなく、当該

職員の能力、資質、意欲等を十分踏まえた業務分担とします。 

 

○ 特に、女性職員においては、当該職員の所属異動により業務分担の変更の機会

があるにもかかわらず、異動先の所属において引き続き特定の業務に従事させる

ケースが見られることから、異動先の所属において業務分担の変更を行ったり、

当該職員に所属異動がない場合であっても、同一所属の中で一定期間経過後に業

務分担の変更を行うなど、これを積極的に解消します。 

（H16 年度から継続実施、H26 年度から取組強化） 
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３ 多様な研修機会の付与 
 

 ₴῁ ὑ ʹ ὕ ᴣ ʹ  

○ 男女ともに、若年層時代から、中・長期的なキャリアイメージを持って日々の

職務にあたりつつ、自己研鑚に励むことが重要です。 

 

○ ふくしま自治研修センターにおいて実施する基本研修の課程において、キャリ

アデザインに関する研修を実施し、自らキャリアを切り開く意識付けを行います。 

（H28 年度以降実施） 

 ◐ ʰ ʹ ὕ ᴣ ʹ  

○ 特に、女性職員においては、妊娠・出産といった女性特有のライフイベントと

将来的なキャリアアップに向けたキャリア形成の時期が重なることが想定される

ため、これらを両立していくイメージや意欲を持てるようなキャリアプラン研修

を実施します。            

           （H28 年度以降実施） 

 ặר ᴣ ʴⱲ σ ᴣ ʹ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 女性職員のキャリア形成や将来像に資するような研修として、身近なロールモ

デルがいることは大きな支えとなることから、庁内におけるロールモデルとなる

先輩職員（模範となる先輩職員）や男女共同参画相談員などとの交流会を開催し

ます。 

 

○ また、各部局において、職場の先輩である女性職員等からの講演や女性を中心

とした意見交換会等を実施し、職員間の交流の促進と研修機会の拡充を図ります。 

 

○ こうした取組は、実際にセミナーや研修会に参加した職員以外にもその内容や

結果を周知し、職員全体として情報を共有していくことが極めて重要であること

から、「グループウェア」等で実績について公開します。 

（H16 年度から継続実施、H27 年度から取組強化） 

 ʹ֞ ̝  ̝ ͪ ᴣ ʹ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ ふくしま自治研修センターにおいて実施する基本研修や選択研修において、育

児、介護等の事情がある職員については宿泊を免除し参加しやすくするとともに、

育児休業・介護休暇中の職員等を対象とする e-ラーニング研修を行うほか、通信

教育講座等の案内を行います。 

 

○ 女性職員の育成と登用を促進するため、専門研修機関への派遣研修等を引き続

き実施します。 

（H16 年度から継続実施、H27 年度から取組強化） 
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４ 人事評価制度の見直し 
 

 Џ₳ Џ ͔Ѱ↓ ᴣ ʹ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 公平、公正な人事評価制度を構築、導入することにより、男女を問わず職員の

能力伸長を図り、人材育成への活用に取り組みます。 

（H16 年度から継続実施、H28 年度から制度導入） 

 

 

５ 女性職員の登用促進等 
 

 ặר ᴣ ῁ ׄʣ ˲˗  

○ 知事部局における職員に占める女性の割合は H27.4.1 現在で 23.4％（医療職等

を除く。）となり、年々増加していますが、状況把握・課題分析でも見たとおり、

管理監督者層の割合はまだまだ少ない状況にあります。 

 

○ 男女の意見をバランスよく県政へ反映させる観点から、特に東日本大震災・原

子力災害からの復興・再生に当たり、その意思決定過程において重要な役割を担

う管理職層（特別調整額受給者）への積極的な女性の登用を引き続き推進します。 

 

○ また、男女共同参画の視点を反映させながら様々な施策を推進します。 

（H16 年度から継続実施） 

 

   

【指標】 

 

項目 現状値 目標値 備考 

採用試験の受験者に占

める女性の割合 

32.4％ 

（平成 26 年度） 

50％ 

（平成 32 年度） 

複数段階の試験がある場

合には一次試験分とする 

管理職層（特別調整額受

給者）に占める女性の割

合 

5.6％ 

（平成 27 年度） 

8.0％ 

（平成 32 年度） 

教育委員会、警察本部職

員除く 
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１ 安心して育児や介護ができる環境整備 
 

 ї Ѓ ˺ ͜ ֗ Ѱ↓ ק ⱬ⅝ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 出産や育児、介護を行う職員については、本人の置かれている状況や職務に対

する希望等を踏まえ、職場内での業務分担など必要な配慮を適切に行います。 

 

○ 妊娠中、育児中、あるいは介護を行っている職員に対して、休暇制度や経済的

な支援措置等の各種制度について周知を図り、利用しやすい環境整備に取り組み

ます。 

 

○ 各種制度をグループウェアに掲載し、常に閲覧できる状態にしておくとともに、

必要に応じて全庁的な周知を図ります。 

（H16 年度から継続実施） 

 ḹ ὕ  

ֺ ι ʹ ὕ П ֺ ᾯ  

○ 「マタニティハラスメント」（妊娠・出産者への嫌がらせ）、「パタニティハラス

メント」（男性の育児参画を阻害するような嫌がらせ）、「パワーハラスメント」、「セ

クシャルハラスメント」などを防止するため、「ガイドライン」等を活用して、所

属全体の意識改革を徹底し、必要な人が気兼ねなく育児や介護に関する休暇や休

業を取得できる職場づくりを実践します。 

 

○ 各所属の管理職員は「イクボス」として、推進員と協力しながら各種ハラスメ

ントを防止します。 

（H28 年度から取組強化） 

 Ѓ̜ ֝♬ ṑ ρ ֺ ᾯ ˲˗  

○ 育児休業、育児短時間勤務又は育児のための部分休業について、その円滑な取

得の促進等を図るため、育児休業等の周知、職員の体験談などの情報提供を行い

ます。 

 

○ 育休任期付職員について、少数職種も含め、代替職員の確保に努めていきます。

また、男性職員が育児休業を取得しやすい環境づくりにも取り組みます。 

 

○ 男女を問わず親等の介護を行う職員が増加していくことを踏まえ、介護休暇等

の取得による業務配分の見直しなど、仕事と生活の調和を実現できるような環境

整備を行います。 

（H16 年度から継続実施） 

 

Ⅲ 職場環境の整備 
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 ἧ ї ר ᴣ ˲˗ ˲˗Ỗᴣ̝  

  ὕ П  ֺ ι  

○ 子育ての始まりの時期における親子の時間を大切にし、子どもを持つことに対

する喜びと出産後の配偶者を支援するため、男性職員の配偶者出産休暇、子育て

休暇の取得を促進できる環境づくりを実践します。 
 
○ 併せて、子どもが生まれた（生まれる）男性職員に対し、各所属の推進員が育

児に関する各種制度の説明を十分行うようにするなど、男性職員の育児への参加

促進について取り組むとともに、管理職員（イクボス）は原則として「イクボス

面談」を実施し男性職員が育児休業等を取得しやすい職場づくりを実践します。 
 
○ 北欧のパパクォータ制（育児休業の一定期間を父親に割り当てる制度）など、

男性職員が育児へ関与するための具体的な手法等について引き続き研究します。                  

（H16 年度から継続実施、H27 年度から取組強化） 

 * ˧ ̝ ὕ ḸВ ͝  

˲˗ ᴣ ʹ  

○ 「イクボス」として所属職員の育児や介護を積極的に支援している管理職員や、

「イクメン」として自らも積極的に家庭生活等に関与している職員を講師として

招き、交流会を開催します。 
 
○ 管理職員については「イクボス」としての意識や行動の深化を、一般職員につ

いては家庭生活への関わりについて理解を深めます。 

（H28 年度から実施） 

 Ѓ̜ ˺ ̜ ʴ ḹⱥₒ ὕ  

ֺ ᾯ ˲˗ ᴣ ʹ  

○ 育児休業・介護休暇中、当該職員の担当業務や現在の職場の様子等について、

定期的に情報提供する体制を整えます。 
 
○ 復帰 1 か月前には、復帰後に担当する業務内容等について十分な情報提供を行

うなど、復帰を容易にする取組を行います。 
 
○ 育児休業・介護休暇中職員が、希望により自宅で研修を受講できるよう、e-ラー

ニングや通信教育講座等を利用した研修などについて取り組みます。 

（H16 年度から継続実施、H27 年度から取組強化） 

 Ѓ̜ ⱥₒ ᴣ ḹ ֺ ᾯ  

○ 育児休業等で長期間職務を離れていた職員が職場復帰するにあたって、生活環

境の急激な変化等に不安感を覚えることも想定されることから、所属における推

進員を中心に、育児休業等から復帰した経験を有する職員などと連携しながら、

職場復帰に向けた相談の場等を設けることにより、不安感の軽減を図ります。 

（H28 年度から実施） 

 
＊ 「イクメン」… 子育てを楽しみ、自分自身も成長する男性のこと。または、将来そんな人生を送ろうと 

考えている男性のこと。 



 第３ 具体的取組 

 

 
24 

 

 ⅍Кͪ ֗ ᴣ ḹ ѫ ѫԌ Ὑ  

○ 庁内保育所については、引き続き職員のニーズを十分に把握しながら運営を行

います。 

 

○ 託児施設や介護施設への送迎などを行う職員が職員駐車場を利用できるよう条

件整備を行います。               

（H16 年度から継続実施） 

 

 

２ 仕事と生活の調和のための取組 
 

 ϐ ׄ ̂ ⱬ⅝ ᵣ ˲˗ ֺ ᾯ  

ֺ ι ʹ ὕ П  

○ 長時間労働を前提とした職場環境は、男女を問わず、家庭生活等の状況により

時間に制約のある職員の活躍を困難なものとし、加えて健康管理上も大きな問題

があります。 

 

○ また、効果的・効率的に業務を行うことは、長時間労働を回避するための取組

として有用です。 

 

○ 長時間労働を行わないよう業務能率の向上を図るため、所属全体として効率的

な業務執行を図る必要があることから、「ガイドライン」、「チェックシート」等を

活用した各所属における研修を実施し、「働き方改革」を推進します。 

（H28 年度から実施） 

 ҽҵ ֝ ᵣ ˲˗ ѫԌ Ὑ  

○ 県では、超過勤務（時間外勤務）の適正化及び縮減に向け、1 年につき 360 時

間を目安として、これを超える超過勤務をさせないよう努めてきました。（災害

時対応等を除く） 

 

○ その一環として、ノー残業デー（毎週水曜日）、リフレッシュデー（毎週金曜

日）における定時退庁の徹底を実施してきましたが、平成 27 年度からは新たに

7 月・8 月を「リフレッシュ月間」とするとともに毎月 19 日を「ワーク・ライフ・

バランス促進デー」として設定し、特に子育て中の職員が定時退庁しやすい職場

環境づくりに努めています。 

 

○ 今後もこうした取組を継続し、職員の心身のリフレッシュ及び公務能率の向

上、ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組みます。 

（平成 16 年度から継続実施、平成 26 年度から取組強化） 
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 ҵҧ ӓ ᵣ ֺ ᾯ  

○ 効率的な業務執行を図るため、事務の簡素・効率化の推進（会議や打合せ時間

の短縮、事務の休止や縮小等を含めた見直しなど）、管理職員による業務管理の

徹底等を図ります。 

 

○ 具体的には「会議見直し 7 つのポイント」などを活用した会議の在り方につい

ての見直し、一時的な業務量の増加など年度内における業務の状況に応じた事務

分担や職員配置の弾力的な見直しなどを引き続き実施します。 

（H16 年度から継続実施） 

 ₴ ̜ ֝♬͝ ֝ ֺ ᾯ  

○ 休暇の取得を促進するため、職員の休暇に対する意識の改革を図るとともに、

職場における休暇の取得を容易にするため、各職場の実情に応じ、年次有給休暇

等の計画表を作成するなど、年次有給休暇等を取得しやすい雰囲気の醸成を図り

ます。 

 

○ また、ゴールデンウィークなどを中心に、子育て、家庭生活、地域活動や自己

啓発などのために連続休暇を取得しやすい環境整備を進めます。 

（H16 年度から継続実施） 

 ϐ ֯ Ѱ↓  

˲˗ ֺ ᾯ  

○ 県では既に「早出遅出勤務」（時差出勤）などの柔軟な働き方を可能とする制度

を整備していますが、利用実績は乏しい状況です。 

 

○ 在宅勤務やフレックスタイム等の制度の導入にあたっては、国及び他都道府県

の動向を踏まえ、また本県の実情を勘案しつつ、真に必要とする職員にとって使

いやすい制度設計等を研究する必要があります。 

 

○ このため、Ⅰ-４における職員アンケートと併せて職員のニーズ調査を行い、そ

の結果等を踏まえて具体的な方向性を検討します。 

（H31 年度までに実施） 

 ὤ↨ ֗ᵃ ֝ ˲˗ ѫԌ Ὑ  

○ 仕事と生活の両立を進めるためには、家庭の協力も不可欠であることから、家

庭向けリーフレットの作成、配布により、家庭における普及啓発に取り組みます。 

（H16 年度から継続実施） 
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３ 働きやすい職場環境整備 
 

 ᴣ ⅍ ᵎ  

○ 多目的トイレ等の整備促進など、職場環境を改善するための方策について検討

します。 

（H16 年度より継続実施） 

 

 

【指標】 

 

項目 現状値 目標値 備考 

男性職員の育児休業取

得率 

4.44％ 

（平成 26 年度） 

10％ 

（平成 32 年度） 

教育委員会、警察本部職

員除く 

男性職員の配偶者出産

休暇取得率 

82.2％ 

（平成 26 年度） 

100％ 

（平成 32 年度） 

同上 

男性職員の育児参加の

ための休暇取得率 

22.2％ 

（平成 26 年度） 

40％ 

（平成 32 年度） 

同上 

年次有給休暇の取得日

数（取得率） 

9.9 日（49.5％） 

（平成 26 年） 

12 日（60％） 

（平成 32 年） 

教育委員会、警察本部職

員除く 

任期付職員含む 
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１ 「子育てバリアフリー」の推進 
 

 ⅍ ֺ ᾯ  

○ 子どもを連れた人が気兼ねなく来庁できるよう、ユニバーサルデザインの考え

方を取り入れ、県庁舎等の点検及び改善等の実施や親切な応接対応等のソフト面

でのバリアフリーの取組を推進します。 

 

○ また、上記の観点から多目的トイレの設置といったハードの整備を進めます。 

（H21 年度から継続実施） 

 

 

２ 子ども・子育てに関する地域貢献活動 
 

 ᷂Ḣ ֺ ᶧ̱ Ҳ ᴣ ֓қ͝ ֺ ᾯ  

○ 地域において、子どもの健全育成、子育て家庭の支援、介護支援などを行う

NPO や地域団体等の活動への職員の積極的な参加を促進します。 

 

○ 個々の職員においては、県職員としての経験を地域に還元していくという視点

と同時に、地域での活動が県職員としての業務にも生かされる、という視点をも

って、地域の活動に参加していくことが重要です。 

（H26 年度から継続実施） 

 

 

３ 子どもと触れ合う機会の充実等 
 

 ἧ ˲ ר ̝ ͑ ֺ ᾯ  

○ 子どもたちに県庁を見学する機会を与えるなど、子どもたちの職業や社会に対

する理解を深めるとともに、職員が子どもたちに接し、子どもたちの豊かな人間

性、社会性を育む機会を提供します。 

（H21 年度から継続実施） 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 地域における子育て支援等に関する取組 
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１ 各部局等での推進体制の整備と取組の実効性の確保 
 

 ֺ ᾯ ̱Ѱ  ֺ ᾯ  

○ 各部局等の政策監（次長）等を「○○部男女共同参画推進員」とし、各部局等

における本計画の実行責任者とします。 

 

○ 各所属に「推進員」を設置します。推進員は各所属 3 名を基本とし、うち 1 名

は本庁各総室の総括主幹、出先機関の総務担当次長等とします（3 名全てが同性と

ならないよう配慮。）。                     

 

○ 推進員は、各所属における男女共同参画の推進役として、ガイドラインに基づ

く取組、チェックシートの活用、所属職員の意識改革のための職場研修、子育て

中の職員への各種制度周知のための個別面談等を実施します。 

 

○ 政策監等は、これら各所属の推進員を総括し、各部局等における男女共同参画

推進体制（○○部男女共同参画推進連絡会議）を整備します。 

 

○ 推進員は、各所属の男女共同参画の現状について政策監等へ定期的に報告する

とともに、課題・問題点等を所属職員へ提起し、その解決を図りながら、更に男

女共同参画を推進します。 

 

○ 各政策監等は各所属の状況を把握するとともに、推進員に対し適時指導を行い、

その結果を部局長へ報告します。各部局長は推進会議においてそれぞれの取組状

況を報告しながら本計画の進行管理を行います。 

（H16 年度から継続実施） 

 ֺ ᾯ ֝ Ћ⅍ ᾽ ֺ ᾯ ᴣ ʹ ˲˗  

○ これまでは、積極的な取組を行っている所属の情報が全庁的に共有されている

とは言えず、新たに取組を始めたい所属があっても、参考となる事例等がないこ

とで取組が進まなかったことも考えられます。 

 

○ 今後は、各所属における定例の職場研修の場等において、男女共同参画や女性

活躍推進等に関係する内容を上乗せすることで、負担感を増やすことなく所属単

位での取組を強化していくことを目指します。 

 

○ その上で、定期的に各部の政策監等へ報告された情報を人事課において集約し、 

 具体的な取組実績を紹介することで、ノウハウ等を全庁的に広げていきます。 

  この際、統一的な報告様式を人事課において作成します。 

（H28 年度から実施） 

Ⅴ 推進体制の整備 
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 ặВֿ֓ ặר ˲ ҵҧ ӓ Ḹ

В ᴣ ʹ ˲˗ ᵣ ặВ ҥ  

○ ②の職場研修に活用できるよう、関係各課連携の下、男女共同参画等に関する

国の情報、他地方公共団体や民間企業等の取組の内容等を蓄積し、グループウェ

ア等に掲載します。 

 

○ 各所属は、こうした情報を資料として活用しながら、職場研修等を進めます。 

（H28 年度から実施） 

 ᾛ ιׄ ʹ ̸ ᴣ ʹ ˲˗  

○ 小規模所属においては、職場研修を実施するにあたってのノウハウやマンパワ

ーが十分ではないことも想定されるため、研修実施に資するようなスケジュール

案や実施内容案を組み込んだ簡易なフォーマットを職員研修課と人事課において

連携し作成します。 

 

○ なお、小規模所属も含め、所属毎に職員数や職員の配置状況は様々であること

から、それぞれの所属の実情に応じた研修内容の選択、企画を行っていくことが

重要です。 

（H28 年度から実施） 

 

 

 ２ 相談支援体制の整備 
 

 ặВֿ֓ ᴣ ˲˗ ֺ ᾯ  

○ 自らのキャリア形成に対する助言や職務における悩み等について、女性職員が

気軽に相談・支援できる体制を整備するため、管理職員等による相談員を設置し

ます。 

 

○ 各所属における研修等を通して、相談員と所属の異なる職員とであっても顔の

見える関係性を構築し、かつ、相談員の連絡先やメールアドレスを周知するなど、

様々な方法を活用し、気軽に相談できる環境を整備します。 

（H16 年度から継続実施、H28 年度から取組強化） 
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◇ 構成：議長＝第一順位副知事、構成員＝第二順位副知事、教育長、県警本部長、 

各部局長 

◇ 役割：「福島県職員男女共同参画推進行動計画」の推進及び進行管理 

福島県職員男女共同参画推進会議 

 

 

 

◇ 部局における推進員の総括者 

◇ 男女共同参画推進員を構成員とする 

連絡会議を組織し、部内における取組 

を推進する。 

 

 

 

 

 

◇ 役割：所属における推進役 

  ・ガイドラインに基づく取組 

  ・職場研修の実施 

男女共同参画推進員 

政策監等 

3 名 

 うち 1 名は管理職員（本庁：各総室の

総括主幹、出先機関：総務担当次長） 

 【全て同性とはしない】 

連 

絡 

会 

議 

 

◇  管理職員等によ

る相談員を設置 

 

◇ 役割 

・女性職員のキャリア

形成に関する助言 

・仕事における悩み等

に関する相談 

相談員 

各部局における推進体制 

部局長 

所属長 

職       員 

福島県職員男女共同参画推進会議幹事会 

 構成：各部局主幹 

推 進 体 制 
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取組の実効性の確保体系（イメージ） 

【各所属等】 

研修会、交流会、座談会等

の実施 

【各部政策監等】 

 各所属実施内容の 

 とりまとめ 

【人事課】 

 各部局分集約 

 実績の確認 

【相談員等】 

 講師等として参加 

実施の報告 

（随時） 

 

報告 

（４半期毎） 

 

グループウェア
等へ掲示 

 

活用 

（取組の改善・改良） 

 

活用 

（取組のきっかけ） 

 

顔の見える 

関係性 

 

ボトムアップ型の取組の発展・普及 

【人事課、関係課】 

 情報収集等 
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ὕ  
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